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Ⅰ　はじめに
日本人は古来より、居住や漁労、交通などの
日常生活に、海洋や湖沼、河川などを用いてき
た。わけても、水際線をはさんで陸域と水域を
含む沿岸域は、都市部においては工場や船舶航
路など、周辺部においては漁港や漁場などの生
産活動によって、高密度に利用されてきた。ま
た、釣りや潮干狩りなどの伝統的な余暇活動に
加え、海水浴やボートなどが明治以降に欧米か
ら導入され、大正期や第二次大戦後の高度成長
期にかけて海水浴場が大都市の周辺部に数多く
開設された。そして近年、ヨットやモーター
ボートなどのプレジャーボートが増加し、日本
のプレジャーボート登録隻数は２００４年に３５万隻
を超えている１）。
このようなプレジャーボートの増大は、漁業
や船舶航路などとの間に軋轢を生んでいる。そ
のため、プレジャーボートを保管するマリーナ
の開発にあたっては、漁業組合への漁業補償や
航行水域の棲み分けなどの利用調整が必要とさ
れている。これらのことはマリーナ開発の大き
な障壁となってきた。その一方で、１９７３年のオ
イルショック以降、都市部においては造船所な
どの工場がマリーナに転用される現象もみられ
るようになった。さらに１９９０年代に入ると、周
辺部においても、収益事業の一つとしてマリー
ナを開業する漁業組合が出現するようになっ
た。以上のように、日本の沿岸域利用は生産活
動から余暇活動へ徐々に遷移しつつある。
上記のような沿岸域利用の変化を解明するた
め、筆者はこれまで東京大都市圏においてプレ
ジャーボートがいつどのように普及し、マリー
ナがいつどのような場所に展開してきたのかを
明らかにしてきた。まず、明治・大正期におけ
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要　旨
本研究は沿岸域利用に関する日本とアメリカ合衆国の比較研究の端緒として、アメリカ合衆国本土に
おけるプレジャーボートの分布から、その活動の地域差を解明することを目的とした。アメリカ合衆国
のプレジャーボートは２００３年には１,３００万隻に達し、とくに人口の集中する東海岸とメキシコ湾岸、西海
岸および五大湖沿岸の４地域に多く分布していた。東海岸とメキシコ湾岸においては、沿岸州を利用し
たイントラコースタル水路沿いにマリーナなどが開発され、避寒地のフロリダ半島では桟橋付き別荘と
ともにプレジャーボートが定着していた。一方、五大湖沿岸では、自宅の庭先にトレーラーボートが保
管され、無数にある氷河湖で用いられており、全米で最も普及率が高かった。西海岸においては、普及
率は低いものの、内水面と海面の双方を用いるトレーラーボートや、フロリダ半島でみられた桟橋付き
宅地開発など多様な形態がみられた。以上の結果から、今後の沿岸域利用に関する研究の課題として以
下の諸点があげられた。①開発・利用と自然環境との調和、②集客圏や行動圏および行動形態という行
動論的視点、③産業構造転換と沿岸域利用との関連性、④利用者の社会階層やエスニック集団に関する
分析の必要性である。
キーワード
プレジャーボート、分布、地域性、アメリカ合衆国
るヨットの欧米外交官から日本人華族への階層
的伝播と、それに伴う横浜外国人居留地から高
原避暑地の中禅寺湖へ、さらに海浜別荘地の湘
南海岸へという空間的伝播を解明した（佐藤 
２００３c）。また、第二次大戦後のマリーナの立地
が、プレジャーボート所有者層の拡大ととも 
に湘南海岸から東京湾へと移り、１９９０年代に 
は霞ヶ浦に波及したことをつきとめた（Sato 
２００５）。さらに、水域利用を分析した結果、プレ
ジャーボート所有者は湘南海岸では沖合で活動
することで沿岸漁業と棲み分け、対照的に東京
湾では沿岸で活動することで沖合の大型船航路
などと棲み分けていた（佐藤 ２００１）。このよう
にマリーナとプレジャーボートは、過密な沿岸
域の中で、社会変化によって出現する隙間を活
用しながら展開してきたと言える。また、霞ヶ
浦では、水質悪化や生物相の変化を主因に衰退
したかつての漁場で、ブラックバスフィッシン
グが行われていた（佐藤 ２００３a、ｂ）。以上のよ
うに日本の沿岸域利用は、過密利用の調整と自
然環境との調和が大きな課題となっている。
日本に対してアメリカ合衆国では、プレ
ジャーボート数が２００３年に１,３００万隻を超え、
２２.３人に１隻、およそ７世帯に１隻の割合で普
及している２）。このことは、プレジャーボート
活動の大衆化のみならず、日本でみられるよう
な沿岸域利用の軋轢が解消されていることを示
唆している。つまり、アメリカ合衆国では、生
産活動とプレジャーボートを含む余暇活動の利
用調整が円滑になされ、また環境に配慮したマ
リーナ開発がなされていると推察される。した
がって、アメリカ合衆国の研究を蓄積すること
で、その成果を日本における産業間や自然環境
とも調和のとれた沿岸域利用の創出に還元する
ことが可能となろう。このようにプレジャー
ボートとマリーナは、沿岸域利用の変化と実態
を把握し、地域比較するのに適した、グローバ
ルな尺度なのである。
以上を踏まえ、筆者は東京大都市圏での研究
とアメリカ合衆国でのそれを比較することに
よって、沿岸域における観光レクリエーション
地域化の過程とその要因、および余暇活動と生
産活動の共生メカニズムを総合的に解明するこ
とを企図した。本研究はその手がかりとして、
アメリカ合衆国全土のプレジャーボートの分布
から、その活動の地域的特徴を解明するもので
ある。
Ⅱ　プレジャーボートの出現と普及過程
アメリカ合衆国におけるプレジャーボートに
関する最古の記述は、１７１８年にロンドンで建造
された帆船がニューヨークに回航され、ヨット
として使われたものである（Wilson １８９２）。こ
の記録は、北米におけるヨットの嚆矢のみなら
ず、１８世紀初頭の造船技術がイギリスに大きく
依存していたことを示している。しかし１８世紀
半ばになると、ニューヨークやフィラデルフィ
アには小型プレジャーボートの販売広告が見ら
れるようになり、さらに１８世紀末には水辺の住
宅に多くのプレジャーボートが係留されていた
という（Anderson and MacArthur １９９７：１）。
１９世紀に入ると、プレジャーボート所有者が
競技や社交などを通じて、クラブを設立するよ
うになる。その一例として、主要都市の代表的
なヨットクラブを事例に、その設立年を追って
みよう。まず、ボストンヨットクラブが１８３４年
に設立されたのを皮切りに、ニューヨークヨッ
トクラブ（１８４４年）、ノースカロライナ州のカロ
ライナヨットクラブ（１８５３年）、シカゴヨットク
ラブ（１８７５年）というように、都市化と工業化
の早かった北東部から南部と内陸部へ拡散した
ことが読み取れる。なお、ニューオーリンズの
サザンヨットクラブが１８４９年設立と早いのは、
フランス植民地の開発拠点都市だったためであ
ろう。西海岸に達するのはゴールドラッシュ後
であり、サンフランシスコヨットクラブ（１８６９
年）、サンディエゴヨットクラブ（１８８６年）、そ
してロサンゼルスヨットクラブは１９０１年に設立
された。
１９世紀までのプレジャーボートの種類には、
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帆船や漕艇、カヌーの他に、釣りなどに用いら
れるボートがあった。ここに一大変化をもたら
したのは、１９０７年にオートバイ用エンジンから
改良された船外機の発明である。１９０９年にはエ
ビンルード社が船外機を開発し、主として釣り
などの小型ボートに用いられ、同社は一大企業
へと成長していく。プレジャーボート登録隻数
は１９３０年に１５０万隻を超え、１９５０年には３５１万
隻、１９６１年には７１８万隻に達した（田村 １９９５：
１９）。このような量的拡大は、プレジャーボー
トが第二次大戦後に急成長した中産階級にまで
浸透したことを示している。
図１は、１９７６年以降のプレジャーボートの登
録隻数と普及率の推移を示したものである。こ
れによると、１９７６年にはすでに７６７.１万隻が登
録されており、２００２年には１,３０４.１万隻に達して
いる。２６年間の増加分５３７.０万隻を平均すると
年間２０.６万隻の増加ペースだが、増加ペースに
は緩急がみられる。増加が著しいのは、１９７９年
から１９８１年にかけての３年間（年平均２９.０万隻）
と、１９８８年から１９９０年にかけての３年間（年平
均３４.４万隻）、１９９５年から１９９８年にかけての４
年間（年平均２８.４万隻）である。１９７０年代半ば
から月賦による信用販売が急速に普及したアメ
リカ合衆国では、１９７９年の第二次オイルショッ
クにより自動車や住宅などの需要が一時的に減
少したものの、金利低下に伴い急回復した（経
済企画庁 １９８０）。その後、景気は１９８２年に底を
打ち、１９８０年代後半まで緩やかに拡大した。
１９８０年代後半のプレジャーボート増加はこれを
反映したものである。同様に、後退しつつあっ
た景気は１９９１年に底を打ち、１９９０年代は一貫し
て拡大した。１９９５年からのプレジャーボート増
加はこの好景気に裏打ちされたものである。し
かし、２０００年には金利上昇に伴って、増加分は
４.４万隻に急減している。このように、プレ
ジャーボートは消費者金利の上下動に敏感に反
応しながら、基本的には景気拡大に伴って増加
してきたと言える。
また、プレジャーボートの普及率をみると、
１９７６年にすでに３.５％であり（図１）、日本の
２００３年の普及率０.２８％３） に比べてはるかに高
い。その後、普及率は徐々に増加し、２００２年に
は４.６％に達した。ただ、１９９７年以降は隻数の
増加に比べて普及率の延びが鈍くなり、頭打ち
の傾向を示している。しかし、これは人口増加
による見かけ上の頭打ちであろう。人口増加の
主因はヒスパニックなど白人以外のエスニック
移民の流入によるものだからである。むしろ、
人口増に伴う経済成長や、中産階級と高額所得
者層の拡大によって、プレジャーボート市場は
成長し続けていると言えよう。
Ⅲ　プレジャーボートの分布と地域的特徴
１.　州別のプレジャーボート分布
図２は、州別のプレジャーボート分布を示し
たものである。これによると、プレジャーボー
トが多い地域は、東海岸とメキシコ湾岸および
西海岸に、五大湖沿岸を加えた４つの地域に大
きく分けられる。なお、州によっては、エンジ
ンの付属しないボートを登録対象外としている
州があるため、以下の分析ではエンジン付きの
ボート（モーターボート、クルーザーヨット、
水上バイク）に限ることにした。
東海岸の北部には大都市が数珠玉状に連なっ
ており、北からボストン、ニューヨーク、フィ
ラデルフィア、ワシントン DC へと続くメガロ
ポリスを形成している。メガロポリスに属する
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図１　アメリカ合衆国におけるプレジャーボートの
登録隻数と普及率の推移（1976～2002年）
（US コーストガードおよび US センサス局の
資料より作成）
マサチューセッツ州からメリーランド州にかけ
ての人口は５,５００万人であり、全米の２割を占
めている。そのため、プレジャーボートの登録
数も多いと言える。
東海岸で特筆すべきは、イントラコースタル
水路（Intracoastal Waterway）の存在である。
元来、東海岸とメキシコ湾岸には、河川堆積物
とメキシコ湾流の影響で、長大な沿岸州が発達
していた。この沿岸州と大陸の間のラグーン
が、第二次大戦中における物資輸送の潜水艦攻
撃からの回避を目的に、運河として開削され
た。そして、ボストンからフロリダ州キーウェ
ストまでの東海岸（Atlantic Intracoastal Wa-
terway）と、フロリダ州カラベルからテキサス
州ブラウンズビルまでのメキシコ湾岸（Gulf 
Intracoastal Waterway）にかけて、総延長距
離 ４,８００km に達する水路が完成した。現在で
も、チェサピーク湾以北のメガロポリス地域で
は、工業・商業用の船舶が往来し、運河として
重要な役割を果たしている。
一方、南部諸州のイントラコースタル水路で
は、静穏な水面を活かして、マリーナや桟橋付
き住宅地が随所に開発されている。図３はフロ
リダ州デルレイビーチの空中写真である。これ
によると、沿岸州と水路が大西洋に沿って南北
方向に延びていることが分かる。水路には跳ね
橋が架かり、高いマストを有するヨットの航行
も可能である。また、水路はかつてラグーンや
低湿地だった所であり、これらの湿地を浚渫し
た泥土で土地を造成し、桟橋付きの住宅地が開
発されている。
図３の右図によると、住宅から伸びる桟橋
に、ボートが係留されている状況を判読するこ
とができる。これら桟橋付き住宅地は、多くが
ニューヨークなど北東部の富裕層によって所有
され、避寒を目的とした高級別荘地となってい
る。このような宅地開発はイントラコースタル
水路の随所で行われており、とくにフロリダ半
島のパームビーチからマイアミにかけての東海
岸と、タンパを中心とする西海岸で卓越してい
る。これらの地域では、ゴルフ場などの観光客
向けレジャー施設は海岸から近い場所に立地
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図２　アメリカ合衆国における州別のプレジャーボート普及率と保有隻数（2002年）
（US コーストガードおよび US センサス局の資料より作成）　　　　　　
し、ハイウェイやショッピングモールなどの日
常生活向けの施設は内陸部に位置している。
五大湖沿岸の諸州にもプレジャーボートが多
い。とくに、ミシガン州には１００.０万隻（全米１
位）、ウィスコンシン州には６５.０万隻（４位）、
ミネソタ州には６４.１万隻（５位）が登録されて
いる。ミシガン州の統計にはエンジン付きボー
トしか含まれないので、水上バイクやエンジン
なしのディンギーヨットなどを含めると２割か
ら３割ほど増える。そのため、ミシガン州は実
質的にカリフォルニア州を抜いて、全米で最も
プレジャーボート数が多い。また、五大湖沿岸
は普及率も高く、ミネソタ州の２０００年の普及率
は１３.３％（１位）、ウィスコンシン州は１２.２％
（２位）、ミシガン州は１０.１％（３位）のように、
１０人に１隻以上の割合で所有されている。
これらのボートのほとんどは、自宅の庭先に
保管して自家用車で水辺まで牽引される、ト
レーラーボートと呼ばれる種類のものであ
る４）。五大湖沿岸の諸州には、五大湖をはじめ
氷河によって形成された大小の湖沼が点在して
いる。たとえば、ミシガン州には１１,０００ケ所以
上の湖沼が存在しており５）、河川を含めて１,２００
ケ所以上のボートランプ（ボート上下架用の斜
路）が水辺に存在している。これらのボートラ
ンプは遊漁ライセンス料やボート燃料税、ボー
ト登録料などを用いて、主として州によって整
備されたものである（Michigan Department 
of Natural Resources, Parks and Recreation 
Division １９９６）。
また、西海岸の３州にもプレジャーボートが
多く、カリフォルニア州には８１.１万隻（全米３
位）が、ワシントン州には２６.７万隻（１６位）が、
オレゴン州には１９.２万隻が登録されている。し
かし、カリフォルニア州の普及率は２.４％と低
い。これは、カリフォルニア州の人口が３,３６０
万人と全米最大であるため、需要過剰や物価高
などで他州に比べてボート所有コストが高いこ
とがあげられる。また、ワシントン州とオレゴ
ン州の普及率もそれぞれ４.６％および５.７％であ
り、五大湖沿岸地域や東海岸などに比較して高
くはない。これは、西海岸には沿岸州がほとん
どなく、マリーナ開発に多大な費用を必要とす
る防波堤の建設が不可欠だからであろう。その
ため、サンディエゴ湾やサンフランシスコ湾な
どの天然の良港を除くと、マリーナは主として
河口や河口付近のラグーンを掘り込んで建設さ
れている。
一方、内陸諸州においても、プレジャーボー
ト登録数こそ少ないものの、普及率はニュー
ヨーク州やカリフォルニア州などの海岸部の人
口集中地域よりも高い州が多い。とくに、ノー
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図３　フロリダ州デルレイビーチにおける沿岸域の利用形態（1999年）
（U.S. Geological Survey の空中写真に加筆修正）　　　　  
スダコタ州からオクラホマ州にかけての大平原
（グレートプレーンズ）諸州の普及率は高い。こ
の地域の北部には氷河湖が、南部には大河川や
ダムなどの内水面が存在するためであろう。さ
らに特徴的なのは、ロッキー山脈西部の乾燥地
域にも、１０万隻前後が登録されている点であ
る。たとえば、アリゾナ州１４.１万隻やユタ州７.９
万隻、ネバダ州６.０万隻などである。この地域
にも、コロラド川をはじめとするダム開発によ
り、ボート遊びの可能な広い内水面が存在して
いる。このように、乾燥地域においてもある程
度のボート数があることから、プレジャーボー
ト活動がアメリカ合衆国において根強い人気を
持っていることが伺える。
２.　カリフォルニア州におけるプレジャー
ボートの増加と分布
次に、カリフォルニア州を事例に、プレ
ジャーボートの増加過程と分布の地域差をみて
みよう。図４は、カリフォルニア州における
１９６０年以降の登録隻数の推移を、プレジャー
ボートと漁船で比較したものである。漁船は第
二次大戦後、１９７３年の第一次オイルショックの
影響はあったものの、一貫して増加してきた。
１９７０年に４,３４１隻だった漁船数は、１９７８年に
９,６５４隻へと２倍以上に伸びた。これは、カリ
フォルニア州の人口増加に加え、日本がマグロ
缶詰をはじめとする水産加工物の主要輸出先と
なったことが大きい。しかし、１９７９年の第二次
オイルショックをきっかけに漁船数は９,６３５隻
で頭打ちとなり、その後は減少に転じて２００３年
には３,４２６隻となった。オイルショックに伴う
燃料高や水産資源の枯渇、人件費の高騰などの
影響によるものである。一方、プレジャーボー
トは景気などによる緩急はあるものの堅調に増
加しつづけ、２００３年には９４.３万隻となってい
る６）。
以上のような漁船の減少とプレジャーボート
の増加は、沿岸域利用の主役が生産活動から余
暇活動へ転換したことを示唆している。また、
サンフランシスコのフィッシャーマンズワーフ
やサンディエゴのシーポートビレッジなどで
は、係留された漁船を見ながら魚介レストラン
で食事したり、小売店舗での買い物を楽しんだ
りすることができる。このように、大都市では
第一次産業の漁業が消費者と結びつくことで、
第三次産業を包含する産業へと転換した例もあ
る。
図５は、カリフォルニア州における郡別のプ
レジャーボート分布を示したものである。プレ
ジャーボートの集中地域は、サンフランシスコ
を中心とする北部と、ロサンゼルスを中心とす
る南部の２つの地域に分けられる。北部では、
コントラコスタ郡（３.８万隻）やシリコンバレー
を含むサンタクララ郡（３.０万隻）などのサンフ
ランシスコ湾岸に多い。しかし、最も多いのは
内陸部のサクラメント郡（４.５万隻）であり、さ
らに内陸に位置するサンノーキン郡（２.５万隻）
にも多い。これら内陸部のプレジャーボート集
中地域はセントラルバレーに位置しており、サ
ンフランシスコ湾とシエラネバダ山脈のダム・
湖沼の両方への近接性が高く、トレーラーボー
トにとって好都合の地域と言える。降雨量の多
いシエラネバダ山脈には、自然湖沼だけでなく
灌漑や上水道のために多数の大規模ダムが開発
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図４　カリフォルニア州における登録プレジャー
ボート数と漁船数の推移（1960～2003年）
カリフォルニア州当局による（登録ボート数
は Dept. of Boating and Waterways, 登録漁
船数は Dept. of Fish & Game）
されてきたからである。
一方、南部では、ロサンゼルス郡（１２.２万隻）
やオレンジ郡（６.２万隻）などのロサンゼルス大
都市圏と、サンディエゴ郡（６.４万隻）のサン
ディエゴ大都市圏に分けられる。これらの地域
はステップ気候に属する乾燥地帯であるため、
北部に比べて自然湖沼やダム湖も少ない。しか
し、モハベ砂漠の広がるサンバーナディーノ郡
とリバーサイド郡などの内陸部にもプレジャー
ボートが多い。これはロサンゼルス郊外の都市
住民が所有するトレーラーボートであろう。
南部で特筆すべきは、モハベ砂漠の中に開発
された桟橋付き住宅地である（写真１）。ロサ
ンゼルスの北東 １２０km に位置するシルバーレ
イクビレッジとスプリングバレーは、涸川であ
るモハベ川の谷底に人口湖を掘り、シエラネバ
ダ山脈起源のカリフォルニア水道から水を得て
いる。このような桟橋付き住宅は、フロリダの
例でみたように付加価値の高い宅地開発として
盛んに行われている。しかし、砂漠の中にまで
出現したことは、ロサンゼルス大都市圏の拡大
と共に、住民の水辺とプレジャーボートへの憧
憬が極めて強いことを示している。
また、ロサンゼルスを中心とする南部では、
プレジャーボートに占める水上バイクの割合が
高いことも特徴的である。南部ではメキシコを
中心とするラテンアメリカ移民のヒスパニック
が高い人口比を占めている７）。水上バイクは安
価に入手でき、手軽に運転可能なので、中所得
者層に属するヒスパニックにも受け入れられて
いるものと考えられる。
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図５　カリフォルニア州における郡別プレジャーボートの分布（2002年）
　　　（カリフォルニア州 Dept. of Boating and Waterways の資料によ
り作成）
Ⅳ　むすび
本研究は、東京大都市圏とアメリカ合衆国の
大都市圏の沿岸域利用を比較する研究の端緒と
して、アメリカ合衆国におけるプレジャーボー
トの分布から、その活動の地域差を解明するこ
とを目的とした。
アメリカ合衆国においては、２０世紀初頭の技
術革新によってプレジャーボートが急速に普及
し始め、第二次大戦後に増大した中産階級の間
にも広く浸透し、２００３年にはその登録隻数が
１,３００万隻を超えた。人口の集中する東海岸の
みならず、メキシコ湾岸や五大湖沿岸、西海岸
の４つの地域に、プレジャーボートは多く分布
していた。
これら４つの地域で特徴的なのは、それぞれ
以下のようなことである。東海岸とメキシコ湾
岸においては、イントラコースタル水路にマ
リーナや桟橋付き住宅が開発されていることで
ある。とくにフロリダ半島では、海岸リゾート
における避寒生活に不可欠なレクリエーション
として、プレジャーボートが定着している様子
が伺えた。一方、氷河湖などの湖沼が数多く存
在する五大湖沿岸においては、自宅の庭先に保
管するトレーラーボートが主流であった。この
場合プレジャーボートを安価に維持できること
から、五大湖沿岸は全米で普及率の最も高い地
域となっていた。また西海岸においては、プレ
ジャーボートの普及率は低いものの、その行動
形態は多様な特徴を持ち合わせていた。すなわ
ち、セントラルバレーでみられた、内陸のダム
や湖沼を利用したトレーラーボート活動の発達
は、五大湖沿岸に類似していた。また、ロサン
ゼルス近郊ではフロリダ半島でみられた桟橋付
き宅地開発が砂漠の中で行われていた。加え
て、サンフランシシスコやロサンゼルス、サン
ディエゴなどの大都市は、ニューヨークなど東
海岸の大都市との間で、沿岸域利用の類似性を
予期させる。
今後の課題として、次の諸点があげられる。
第１は、湿地を掘削して宅地やマリーナが創出
されたことから、沿岸域の開発や利用が自然環
境といかに調和しているのかという点である。
第２は、集客圏や行動圏および行動形態という
行動論的視点からの分析の必要性である。なぜ
なら、ニューヨークからフロリダに訪れて避寒
する者もあれば、自宅から湖沼にボートを牽引
する者もあるなど、プレジャーボートにまつわ
る行動がきわめて多様だからである。第３は、
カリフォルニア州における１９８０年代以降の漁船
数の急減とプレジャーボート数の増加に示され
たように、産業構造の転換が沿岸域利用の変化
にどのように関連しているのかという点であ
る。第４は、プレジャーボート所有者が属する
社会階層や社会集団に関する分析の必要性であ
る。というのは、フロリダでは桟橋付き別荘が
卓越しているのと対照的に、ロサンゼルスでは
水上バイクが中所得者層に属するヒスパニック
などにも普及していることが予想されたからで
ある。このことは、伝統あるヨットクラブでア
ングロ・サクソンを中心とする白人が支配的で
あることも含めて、エスニックの側面からの分
析の必要性を示唆している。小論は予察的考察
の範囲を出ないが、今後は上記の課題の相関や
それらの歴史的変化を精査していきたい。
注
１）日本小型船舶検査機構調べの２００５年３月在籍船
佐　藤　大　祐
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写真１　モハベ砂漠シルバーレイクビレッジの人工
湖と桟橋付き住宅（2005年8月、筆者撮影）
による．
２）United States Coast Guard の統計資料によ
る．
３）日本小型船舶検査機構調べの２００５年３月在籍船
による．
４）田村（１９９５：１２）はミネソタ州の事例を引き，
７２万隻の登録ボート数に対してマリーナが６７ケ所
のみであることから，登録ボートの大部分がト
レーラーボートだと判断している．
５）ミシガン州政府の２００５年統計資料による．
６）１９９９年以降，プレジャーボート登録隻数が一年
ごとに増減しているのは，登録失効とその後の再
登録に伴うものである．
７）たとえば，２０００年センサスによれば，ロサンゼ
ルス郡の人口９５１.９万人のうち，２８４.６万人（４４.６ 
％）がヒスパニックである．
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